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要旨
　本学で行うリメディアル教育科目である「生活数学」の教育効果１については、第１の効果とし
て計算能力の向上、第２の効果として学業全般の成績向上、第３の効果として卒業率への改善効果
がみられたことである。今回の分析では、「生活数学」の授業成績と教育効果の検証を行う。「生活
数学」の履修だけではなく、単位が取得できた学生とできなかった学生への教育効果を検証する。
その意味では「生活数学」を履修した学生としなかった学生の教育効果比較、履修した学生におい
て単位取得まで頑張った学生と単位が取得できなかった学生との教育効果の比較となる。
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１．はじめに
　本学では平成18年から「生活数学」という授業を開設している。この授業はリメディアル授業の
一環として、基礎科目に位置づけられた授業科目である。本学の経済学部では、経済や経営、簿記
会計など経済データや経営データ、そして会計データの計算を伴う専門科目が多数用意されてい
る。その意味では基本的、基礎的な計算能力は欠くことができない。また経済学や経営学の基礎理
論を学ぶ際にも数学的な素養は重要である。本学では専門科目に至るまでの基礎科目として計算が
苦手な学生に対して「生活数学」を春学期に行ってきた。平成22年まで５年間に及ぶ教育実践に基
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１　橋本（2010）を参照のこと。
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づいてその教育効果を検証することがこの論文の目的である。といっても、平成21年までの教育効
果については平成22年に「『生活数学』の教育効果について」で、まとめられているので、橋本
（2010）を参照していただきたい。その論文では主に「生活数学」の授業の履修者を対象に４年分
のデータ分析を行った。第１には履修者の計算能力の向上の統計分析である。４年間でどの年でも
計算能力の向上が統計検定で認められた。第２は「生活数学」履修者のその後の学業成績全般に対
する教育効果である。１年後、２年後、３年後と成績順位分布がどのように変化するかを見た結
果、入学時よりも全般的な成績向上が統計的に認められた。第３には卒業率への効果である。ちょ
うど４年経過することから初年度（平成18年度）の学生が卒業することになった。その年次の学生
において「生活数学」の履修生と非履修生において卒業率への教育効果があるのかどうかというこ
とである。初年度の履修生は努力家で２年次以降の成績向上も素晴らしい結果を残してくれたが、
卒業率については非履修者との差は統計的に十分な検証結果とならなかったが、10%以上の卒業率
の差が現実に現れていたことからその効果はある程度認められるものであると判断された。
　「生活数学」という授業科目についてであるが、この科目では日本公文研究会の協力援助を受け
て、公文研究会の算数・数学のプリントを授業科目の教材として行っている。公文研究会の算数・
数学プリントは自学自習を基本に取り組む教材である。その教材を春学期の半期４ヶ月弱15回の授
業期間内に約1000枚のプリントと各段階ごとの教材の終了テスト２を合格することで単位認定が行
われる科目である。それ以上の教材プリントを解答していけばさらに上位の成績が得られる科目設
定になっている。
　今回の分析対象になったのは平成21年度・平成22年度入学の日本人学生である。分析効果をより
明確にするために高校卒業間もない日本人学生に絞ってある。社会人学生と留学生は除いてデータ
集計されている。そして教育効果を測る対象学生は入学時にプレイスメントテストとして全員に公
文研究会の算数・数学の診断テストＰ５とＭ２３の結果、計算が苦手と判断される学生約40名が経
済学部から選抜されてくる。秋学期にもこの授業科目は開講されるが秋学期履修者は１年から４年
までの全学年からの履修者が対象となるので今回の分析から外してある。第２節では計算能力向上
の検証が入学時と春学期終了時の２時点間で行われる。第３節では学業成績全般への教育効果につ
いて平成21年度学生が２年間、平成22年度学生が１年間分の成績順位の変化で評価される。第４節
の退学率については最近時の２年半の期間に退学した平成21年度・22年度の入学学生が対象となっ
て分析される。
２．計算能力への教育効果
　前回の分析４では、入学時のプレイスメントテスト結果と、授業終了時の定期試験時点でのテス
２ 　日本公文研究会の「算数・数学プリント」はＡ教材200枚に終了テスト、Ｂ教材200枚に終了テスト、……という
ように構成されており、「生活数学」では、Ａ教材からＥ教材までの1000枚と各終了テストの合格が単位取得の条
件になっている。
３ 　日本公文研究会では、スタート時点の教材を決めるために診断テストを行っている。本学では計算能力を測るた
めに２種類の診断テストＰ５とＭ２を行っている。
４ 　計算能力の評価方法の詳細は橋本（2010）を参照されたいが、簡単な計算方法をＰ５について巻末参考資料１と
して用意しているので参照して欲しい。
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ト結果に基づいて平均値の差を検定することから計算能力向上を検証した。今回はいわゆるペア
データを用いて個々の履修者の個別の成績変化を対象に取り扱うことから、「一対の標本による平
均の検定」となる。
　入学時のプレイスメントテスト（Ｐ５・Ｍ２の診断テスト）の母平均をμ１、定期試験時の母平
均をμ２とする。μ２－μ１＝μとすれば、成績が上がっているかどうかを検定するなら片側検定と
なるので
　　　　帰無仮説Ｈ０：μ２－μ１＝μ＝０ 
　　　　対立仮説Ｈ１：μ２－μ１＝μ＞０
ここで、μは成績の差を表す。帰無仮説μ＝０がｔ検定によって有意水準５％で棄却されれば、対
立仮説μ＞０が支持され、統計的に成績の向上が証明されたことになる。統計計算はExcelの分析
ツールの中から「t－検定：一対の標本による平均の検定ツール」を利用して計算が行われている。
上記のExcelの簡易統計プログラムでは入学時のプレイスメントテストで行った診断テスト結果と
15回の授業終了時の定期試験時の診断テスト結果の２つの標本系列で計算を行うが、簡易統計プロ
グラムとは別に差の標本系列を直接検定式に代入して計算を行っても同じ結果５が得られる。
　平成21年の春学期「生活数学」履修者は41名であったが、３名の学生があきらめて定期試験を受
けなかった。そのために統計データとして対象になるものは38名であった。まずはＰ５の診断テス
トで計算能力の向上を検定してみる。定期試験時とプレイスメントテスト時との標本平均は表２－
１にある通り75.58と57.17でその差は18.41である。この差を検定した検定統計量は自由度37のｔ分
布に従う。その値はｔ＝12.372で有意水準５％の棄却限界（境界値）が1.687であるから、かなり
はっきりと帰無仮説を棄却する。よって計算能力の向上は歴然である。
表２－１　平成21年Ｐ５の成績差の検定・Ｍ２の成績差の検定
t－検定：一対の標本による平均の検定ツール
Ｐ５の成績差
の検定
定期試験時
Ｐ５
プレイスメント
テストＰ５
Ｍ２の成績差
の検定
定期試験時
Ｍ２
プレイスメント
テストＭ２
平均 75.5828 57.1709 平均 22.9407 14.2026
分散 92.7712 128.8825 分散 202.8686 66.7017
観測数 38 38 観測数 38 38
自由度 37 自由度 37
t 値 12.3722 t 値 4.8832
片側有意確率 5.13E－156 片側有意確率 1.01E－05
t 境界値 1.6871 t 境界値 1.6871
両側有意確率 1.03E－14 両側有意確率 2.02E－05
t 境界値 2.0262 t 境界値 2.0262
５ 　巻末資料２には平成21年のＰ５に関する両方のデータが提示されている。それ以降のデータはＭ２％差、平成22
年度のＰ５％差、Ｍ２％差と成績差％として表示されている。
６　片側有意確率　5.13Ｅ－15は5.13×10－15をあらわしているので、きわめて小さい数値表示である。
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　同様にＭ２の診断テストでも検証してみる。定期試験時とプレイスメントテスト時との標本平均
は22.94と14.20でその差は8.74である。この差の検定結果はｔ＝4.8832で有意水準５％の棄却限界が
1.687であるから、帰無仮説を棄却する。よって成績の向上は統計的に認められる。
　平成22年の春学期「生活数学」履修者は40名であったが、２名の学生が定期試験を受けなかっ
た。そのために統計データとして対象になるものは38名であった。まずはＰ５の診断テストで計算
能力の向上を検定してみる。定期試験時とプレイスメントテスト時との標本平均は76.665と61.939
でその差は14.726である。この差を検定した結果は検定統計量がｔ＝8.843で有意水準５％で、かな
りはっきりと帰無仮説を棄却する。よって成績の向上は歴然である。
　同様にＭ２の診断テストでも検証してみる。定期試験時とプレイスメントテスト時との標本平均
は27.880と18.548でその差は9.332である。この差の検定結果は検定統計量ｔ＝5.143、有意水準５％
で帰無仮説を棄却する。よって成績の向上は統計的に認められる。
３．学業成績への教育効果
成績順位分布の変化とそのデータ
　長年の公文研究会の算数・数学をリメディアル教育の一環として行ってきた経験から、第２節で
計算能力が向上したというこの結果はさほど驚くべきことではなく、予想の範囲、想定の範囲の結
果を統計的に検証したことにすぎない。次に教育効果として期待するものは、計算能力の確認だけ
でなく他の教科科目への効果があるのかどうかということである。計算・数学の成績向上以外に、
他の教科に対する波及効果があるのかどうかである。すなわち学業成績全般に成績向上効果がある
のかどうかである。この検証は難しい。まず第１に入学時の成績状態の把握が難しいのである。近
年の大学入試ではAO入試、推薦入試、前期後期の一般入試、センター入試とさまざまな入試形態
があるので、統一した学力測定からみた入学時の成績の順位付けができない。そこで本稿では「生
表２－２　平成22年Ｐ５の成績差の検定・Ｍ２の成績差の検定
t－検定：一対の標本による平均の検定ツール
Ｐ５の成績差
の検定
定期試験時
Ｐ５
プレイスメント
テストＰ５
Ｍ２の成績差
の検定
定期試験時Ｍ
２
プレイスメント
テストＭ２
平均 76.665 61.939 平均 27.880 18.548 
分散 110.944 167.584 分散 181.430 83.082 
観測数 38 38 観測数 38 38
自由度 37 自由度 37
t 値 8.843 t 値 5.143 
片側有意確率 5.8654E－11 片側有意確率 4.525E－06
t 境界値 1.687 t 境界値 1.687 
両側有意確率 1.1731E－10 両側有意確率 9.0501E－06
t 境界値 2.026 t 境界値 2.026 
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図　平成21年度と平成22年度の成績順位分布の変化 5 
 
 
ントテストの偏差値換算による順位づけである。図によると左側の平成２１年度入学
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活数学」履修者選択を兼ねたＰ５、Ｍ２の診断テストを入学ガイダンス時に全員に行うことを利用
して数学関連の成績評価のデータとする。さらにこの時期には英語のクラス分けのプレイスメント
テストも全員行われたのでこのテスト結果も利用することにした。利用方法はそれぞれ偏差値に直
して数学・英語の２科目合計の入学時成績とし順位付けを行った。
　学業成績については、本学では成績優秀者への次年度学費軽減措置のために毎年成績評価を年度
末に各学年ごとに行っており、それを全教科対象の学業成績評価データとして用いることができ
る。本学では成績評価がABCDで行われ、Aの単位数合計で成績順位が決まる。同じ単位数であれ
ば平均点の高い方が上位に位置される。
　検定の前にまずは成績順位変化の様子を簡単な分布図で確認しておこう。この成績順位分析は、
対象のデータが入学時の成績順位と１年後、２年後の学業成績順位で「生活数学」履修者の成績順
位の成績分布の変化を表したものである。すなわち入学時に行われた数学のプレイスメントテスト
（Ｐ５・Ｍ２の診断テスト）と英語のプレイスメントテストの偏差値換算による順位づけである。
図によると左側の平成21年度入学者のうち対象学生は74名（これは経済学部のうちの経済経営学科
の日本人学生を対象にしている）であった。そのうち「生活数学」履修者は27人である。右側は平
成22年入学時の対象者で同じくくりでの対象者が67名である。そのうち29名が「生活数学」履修者 ７
である。
　平成21年時の学業成績順位分布は２年間分の成績順位である。左側の入学時の数学・英語による
成績順位分布とその右側の２年後の学業成績順位分布を比較すると相対的に「生活数学」履修者が
成績向上を表している。ペアデータで変化の方向を矢印で見れば明らかである。すなわち成績順位
の分布全体の変化とその平均値が見た目で上昇していることが分かる。それに対して平成22年度の
場合左の入学時成績分布と１年後（１年後といってもその年の秋学期分が加えられて、春秋の１年
分の学業成績となる）の学業成績順位分布で、成績順位範囲はあまり変わらず、範囲内での矢印の
方向を見る限り上位進出者が増えているように見える。特徴的なところを２点指摘しておきたい。
第１点は平成21年、22年の入学時成績順位で両方とも２名が英語の成績が良かったことが影響して
入学時の成績順位がかなり上位の順位位置にあることである。第２点目は濃い色が「生活数学」の
単位取得者で、単位取得者が学業成績評価分布では非単位取得者に比べ上位へ順位位置を大幅に変
えていることがうかがえる。薄い色が非単位取得者である。
　学業全般についての教育効果については、前著８でも統計分析が行われ統計的な検定で「生活数
学」を受けた学生は全般的に受けなかった学生に対して学業成績が向上した結果が示された。デー
タの都合でＰ５とＭ２の数学の成績が入学時学力としたために「生活数学」履修者は入学時成績が
低い状態からの評価９となった。そのために１年後、２年後、３年後の相対的成績順位変化は成績
上昇に傾く結果となった。その意味では全般的な学業向上効果が示されたわけであるが、教育効果
のより客観性の高い、また統計精度の高い分析になっていたかどうかを自己反省することにもなっ
た。
７ 　人数が少ないのは経済学部の中の「経済経営学科」の学生を対象にしているためである。「文化経済学科」はカ
リキュラムが異なるために混ぜて、成績評価ができない。
８　橋本（2010）のこと。
９ 　前著で分析対象になった履修者は計算・数学が苦手な学生を選抜、その成績順位を入学時の成績とした。今回の
ように英語などの他教科が加味されていないため低い成績順位からの出発となった。
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　そこで本稿では２つの内容を追加した。１つは先ほども紹介したように、英語の入学時成績を加
味することでより幅の広い、客観性の高い入学時成績順位データを使用することができたことであ
る。第２には前著では入学時学生の成績データによる順位付けと１・２年後の学業成績結果に対す
る成績の順位付けを２つの母集団における分布状態を考慮しない平均順位の変化としての統計分析 10
だったので、本稿ではそれを変えて入学時の成績順位と１年後２年後の学業成績順位をペアデータ
として順位変化を検証することにした。この場合の検定方法はデータに対応関係があるのでウィル
コクスンの符号付順位検定の方法を適用する。
成績順位の向上検定
　帰無仮説と対立仮説は次のようになる。今回は成績順位が上がるかどうかを見るので片側検定の
場合を考える。
　　　　帰無仮説Ｈ０：２つの成績順位グループの中心位置は同じである。
　　　　対立仮説Ｈ１：学業成績順位グループの中心位置は上にズレている。
この検定統計量はｚ、すなわち標準正規分布に従うことが知られているのでそのことを利用して検
定結果を判断する。
　ウィルコクスンの符号付順位検定11では、最初にペアの差ｄを求める。これは順位差である。そ
してこの順位差の絶対値｜ｄ｜について小さい方の順に順位を付ける。なお同順位で差ｄが０のも
のは無視する。つぎに、ｄ＞０とｄ＜０の２群に分ける。マイナスの方が成績順位が上がったこと
を示す。平成21年度の経済経営学科のデータでは負の順位和が258.5で、正の順位和が66.5で成績順
位の上昇がうかがえる。27人の履修者のうち同位順位者が２名あったので、ペアの数は25となる。
検定統計量ｚ＝－2.5831なので、片側での有意確率は0.0049となり帰無仮説は有意水準片側５％で
棄却される。よって成績上昇となる対立仮説が支持される。検定統計量ｚの値がマイナスになるこ
とで成績上昇が判断できる。片側有意水準５％の棄却限界の値は1.645なのでかなり余裕をもって
表３－１　平成21年度経済学部経済経営「生活数学」履修者成績順位検定
ウィルコクスンの符号付順位検定（ペア）
全履修学生 うち単位取得者 うち非単位取得者
正の順位和 66.5 正の順位和 25.5 正の順位和 11
負の順位和 258.5 負の順位和 79.5 負の順位和 55
順位和 66.5 順位和 25.5 順位和 11
ペア数 25 ペア数 14 ペア数 11
検定統計量 －2.5831 検定統計量 －1.6950 検定統計量 －1.9560 
有意確率片側 0.0049 有意確率片側 0.0450 有意確率片側 0.0252 
10 　この分析方法はウィルコクスンの順位和検定として知られている。ウィルコクスンの順位和検定は、２つのグ
ループデータが別々に独立に収集された場面で適用される検定法である。
11 　本稿における対応のある場合の平均値の検定については、内田（2009）を利用して検定が行われた。表３－１の
「平成21年度経済学部経済経営「生活数学」履修者成績順位検定」のウィルコクスンの符号付順位検定の使用デー
タと検定手順が巻末資料３にあるので参照のこと。
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帰無仮説を棄却できたことになる。
　平成21年度春学期「生活数学」の履修者27人のうち単位取得者が14名あったので、ペアの数は14
となる。計算された検定統計量はｚ＝－1.695、片側での有意確率は0.045なので帰無仮説は有意水
準片側５％で棄却される。よって成績上昇となる対立仮説が支持されることになる。
　27人の履修者のうち非単位取得者、すなわち努力不足で単位が取れなかった学生数が11名あった
ので、ペアの数は11となる。検定統計量ｚ＝－1.956、片側での有意確率は0.00252なので帰無仮説
は有意水準片側５％で棄却される。よって成績上昇となる。この結果は予想外の結果である。「生
活数学」の単位が取れなくても、成績向上が統計的に認められたからである。さらに言うとその前
の単位取得者よりもよりシャープな検定結果（検定統計量ｚの値が絶対値で大きく、有意確率が小
さい）となっているからである。
　平成22年度の経済経営学科のデータでは負の順位和が321、正の順位和が113で成績順位の上昇が
うかがえる。履修者のうち同位順位者がなかったので、ペアの数は29となる。検定統計量ｚ＝－
2.2596なので、片側での有意確率は0.0119なので帰無仮説は有意水準片側５％で棄却される。よっ
て対立仮説（成績上昇）が支持されることになる。片側有意水準５％の棄却限界の値は1.645なの
でかなり余裕をもって帰無仮説を棄却することができる。
　平成22年度春学期「生活数学」の履修者29人のうち単位取得者が14名あったので、ペアの数は14
となる。計算された検定統計量はｚ＝－2.4483、片側での有意確率は0.0072なので帰無仮説は有意
水準片側５％で棄却される。よって対立仮説が支持されることになる。
表３－２　平成22年度経済学部経済経営「生活数学」履修者成績順位検定
ウィルコクスンの符号付順位検定（ペア）
全履修学生 うち単位取得者 うち非単位取得者
正の順位和 113 正の順位和 13.5 正の順位和 52
負の順位和 321 負の順位和 91.5 負の順位和 68
順位和 113 順位和 13.5 順位和 52
ペア数 29 ペア数 14 ペア数 15
検定統計量 －2.2596 検定統計量 －2.4483 検定統計量 －0.4544 
有意確率片側 0.0119 有意確率片 0.0072 有意確率片側 0.3248 
表３－３　文化経済学科「生活数学」履修者成績順位検定
平成21年度 平成22年度
正の順位和 19.5 正の順位和 ５
負の順位和 58.5 負の順位和 39
順位和 19.5 順位和 ５
ペア数 12 ペア数 ９
検定統計量 －1.5297 検定統計量 －2.0732 
有意確率片側 0.0630 有意確率片側 0.0191 
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　29人の履修者のうち非単位取得者、すなわち努力不足で単位が取れなかった学生数が15名あった
ので、ペアの数は15となる。検定統計量ｚ＝－0.4544、片側での有意確率は0.3248なので帰無仮説
は有意水準片側５％で棄却できない。帰無仮説Ｈ０とは２つの成績順位グループの中心位置が同じ
という仮説である。棄却できないということは、この仮説を棄て去ることができないということな
ので１年後（平成22年度末）に成績の変化（向上）がなかったという意味になる。この結果はある
意味で予想された結果である。努力不足等で「生活数学」の単位が取れない場合、他の教科への成
績向上が統計的に認められないという結果を表している。
　参考として経済学部の文化経済学科の学生についての成績順位の統計検定結果も記しておく。経
済経営学科と文化経済学科ではカリキュラムの内容が違うため、また成績順位についても学科ごと
に算出されるため一緒にして計算できないと判断した。参考として全履修者を対象にした計算結果
を表示する。よって「生活数学」履修者全体としての結果にとどめ、単位取得と非単位取得にわけ
ないで検定を行った。検定結果については、表３－３に示されている通りである。
　平成21年度は12名の学生が対象で検定統計量は－1.5297で有意確率は0.063であった。よって有意
水準５％では帰無仮説は棄却できなかった。それに対して平成22年度は検定統計量が－2.0732と成
績向上を統計的に有意に示した。
４．退学率への教育効果
　「生活数学」を履修することで、すなわち半期春学期の４ヶ月間弱15回の授業によって計算能力
が向上したことは想定通り第２節で証明された。「生活数学」を履修することで計算・数学能力以
外に他の教科全般にわたって総合的に学業成績向上がみられることについては、第３節で分析した
結果明らかになった。平成21年度生と22年度生（経済経営学科学生が対象）についは「生活数学」
の履修者の成績向上が統計的検定でも検証されたわけである。特に平成22年度生では１年間での短
い期間であるが、「生活数学」の単位取得者と非単位取得者との効果の差がはっきりと検証された。
　本節では各大学でも大きな関心事になっている退学についての検証を行いたいと思う。すなわち
「生活数学」を履修した学生とそうでない学生の２つのグループにおいて退学者の割合すなわち退
学率に差があるのかどうかの検証である。希望的観測では「生活数学」を履修した学生は計算・数
学の成績向上、総合的な成績向上によって多少なりとも学業への自信につながったと思う。さらに
は「生活数学」の担当教員・スタッフと履修学生との人間関係から、日常の学生生活における相談
と面倒見の良さから学生生活の充実が促進され退学防止に役立っているのではないかと期待する。
さらにはそのことを通して学生個人の目標や将来への希望を作り意欲的な学生生活につながってい
るのではと期待するものである。
　本節では約２年半の期間12で今回の対象学年となった平成21年度と平成22年度の日本人入学生
（社会人入学者、留学生は除く経済学部生）の退学状況と在学状況を「生活数学」の観点から検証
を行う。すなわち対象学生が２年半の間に退学した学生と在学中の学生とを観察し、その割合から
「生活数学」履修者とそうでない学生との間に退学率の差があるのかどうかを検証する。ここでは
12　平成21年３月31日から平成22年９月31日までの期間。
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平成21年と22年の両年度の学生の合計で見る場合、平成21年度のみを対象とする場合、そして平成
22年のみを対象とする場合の３つに分けて独立性のχ２検定を行う。次に「生活数学」を履修した
学生の中で単位を取得したグループと何らかの理由で単位が取れなかったグループの２つで退学の
有無に差があるかどうかを検証する。
「生活数学」の履修学生と非履修学生の場合
　平成21年度入学者で「生活数学」を春履修した学生は41人、うち２年半の間に４人が退学した。
履修しなかった学生は65人で、退学者は６名である。平成22年入学者で「生活数学」を春履修した
学生は40名で、うち退学した学生は４名であった。履修しなかった学生は55名で、退学者は１名で
あった。
　表４－１では平成21年と22年の両年度合計で作成された集計表である。「生活数学」の春学期履
修者合計は81名（41＋40）、うち退学者は８名である。履修しなかった非履修学生は120名で退学者
は７名であった。両学生合計の201名（81＋120）が分析対象となる。表４－１では、「生活数学」
の履修者と非履修者、在学者と退学者の２×２のクロス集計表にまとめられている。「生活数学」
履修の有無と退学の関係についての簡単な関係性を「ユールの関連係数13」で求めてみた。その値
は－0.27774である。この値がマイナス値を示していることは履修者と退学者の比が0.099（＝８／
81）、非履修者と退学者の比が0.058（＝７／120）の比較からもわかるように、「生活数学」履修者
の方に退学者が多いとき「ユールの関連係数」はマイナス値になることを示している。
　それでは「生活数学」の履修の有無と退学の有無についての統計分析はこの２つの要因の独立性
の検定にゆだねられる。その仮説は
　　　　帰無仮説Ｈ０：退学と「生活数学」の履修は独立である（関連がない）
　　　　対立仮説Ｈ１：退学と「生活数学」の履修には関連がある
である。この仮説に基づいて「生活数学」履修の有無と退学の有無の関連性を統計分析するχ２検
定統計量は1.14475となる。有意水準５％の自由度１のχ２分布の棄却限界（境界値）が3.84146なの
で、帰無仮説は棄却できないので、両者の関連はないことになる。このことは「生活数学」を履修
したから退学者が多いとか少ないとかを統計的に判断できないことを示している。
13　加藤・石村（2003）のp.80、佐和（1985）のp.72を参照。
表４－１　平成21＋22年度学生の履修と退学関係
生活数学
履修者 非履修者 合　計
在 学 者 73 113 186
退 学 者 ８ ７ 15
合 計 81 120 201
ユールの関連係数＝　　　（－0.2777）
（生活数学の履修と在学者は負の関係）
χ２検定統計量＝　　　　 （1.1448）
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　表４－２では平成21年度のデータで作成されたものである。「生活数学」の春学期履修者数は41
名、うち退学者は４名である。履修しなかった非履修学生は65名退学者は６名であった。表は「生
活数学」の履修者と非履修者、在学者と退学者の２×２のクロス集計表にまとめられている。「生
活数学」履修の有無と退学の関係についての「ユールの関連係数」値は－0.03057である。値がマ
イナス値を示しているがほぼ０に近い値なので両者には関係がないようである。
　それでは「生活数学」履修の有無と退学の有無についての統計分析は上記と同様の仮説で検定を
行う。その結果χ２検定統計量は0.008121となり、有意水準５%の自由度１で帰無仮説は棄却でき
ないので、両者の関連はないことになる。
　表４－３は平成22年度のデータで作成されたものである。「生活数学」の春学期履修者数は40名、
うち退学者は４名である。履修しなかった非履修学生は55名、退学者は１名であった。表は「生活
数学」の履修者と非履修者、在学者と退学者の２×２のクロス集計表にまとめられている。「生活
数学」履修の有無と退学の関係は「ユールの関連係数」値が－0.71429で、かなり大きなマイナス
値を示している。これは残念ながら、「生活数学」履修者の方に退学者が多いことを示している。
　それでは「生活数学」履修の有無と退学の有無についての統計分析は上記と同様の仮説で検定を
行う。その結果χ２検定統計量は2.9148となり、有意水準５%、自由度１のχ２分布の棄却限界が
3.84146なので、帰無仮説を棄却できない。よって「生活数学」履修と退学の増加とには統計的に
有意な関係になっていないが、無視できない検定統計量の値になっていることも確かである。
ユールの関連係数＝　　　（－0.71429）
（生活数学の履修と在学者は負の関係）
χ2検定統計量＝　　　　 （2.914773）
表４－２　平成21年度学生の履修と退学関係
生活数学
履修者 非履修者 合　計
在 学 者 37 59 96
退 学 者 ４ ６ 10
合 計 41 65 106
ユールの関連係数＝　　　（－0.0306）
（生活数学の履修と在学者は負の関係）
χ２検定統計量＝　　　　 （0.00812）
表４－３　平成22年度学生の履修と退学関係
生活数学
履修者 非履修者 合　計
在 学 者 36 54 96
退 学 者 ４ １ ５
合 計 40 55 95
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「生活数学」の単位取得学生と非単位取得学生の場合
　上記の３つのクロス集計表からは「生活数学」の履修の有無と退学の有無については明確な関連
性は検証できなかった。次の退学に関する統計検証は「生活数学」履修者の中で単位取得できたグ
ループとできなかったグループにおける退学率の検証である。すなわち「生活数学」を春履修した
学生の中で頑張って単位取得を果たした学生に対する退学と単位取得できなかった学生に対する退
学の比較である。この分析は「生活数学」単位取得の有無と退学との関連性の統計分析となる。
　平成21年度入学者で「生活数学」を春履修した学生は41人、うち単位取得者は25人、２年半の間
に１人が退学した。単位取得できなかった学生は16人で、退学者は３名である。平成22年度入学者
で「生活数学」を春履修した学生は40名で、うち単位取得者は19人で退学者はゼロ人、非単位取得
者は21人で退学した学生は４名であった。
　表４－４では平成21年と22年の両年度合計で作成されたものである。「生活数学」の単位取得者
合計は44名（＝25＋19）、うち退学者は１名である。単位取得できなかった非単位取得者は37名で
退学者は７名であった。表では、「生活数学」単位取得者と非単位取得者、在学者と退学者の２×
２のクロス集計表にまとめられている。「生活数学」の単位取得の有無と退学の関係は「ユールの
関連係数」で0.818731である。この値がプラス値を示していることは単位取得者と退学者の比が
0.0227（＝１／44）、非単位取得と退学者の比が0.189（＝７／37）の比較からもわかるように、「生
活数学」非単位取得者の方に退学者が多いことを示している。
　それでは「生活数学」単位取得の有無と退学の有無についての統計分析はこの２つの要因の独立
性の検定にゆだねられる。その仮説は
帰無仮説Ｈ０：退学と「生活数学」の単位取得は独立である（関連がない）
対立仮説Ｈ１：退学と「生活数学」の単位取得には関連がある
である。帰無仮説に基づいて単位取得の有無と退学の有無の関連性を統計分析するとなるχ２検定
統計量は6.25686である。有意水準５%の自由度１のχ２分布の棄却限界が3.84146なので、帰無仮説
Ｈ０は棄却される。よって両者の間には関連があることが検定で示される。２つの要因のユールの
関連係数から有意水準５％で単位取得者に退学者が少ないことが統計的に検証されたことになる。
ユールの関連係数＝　　　（0.8187）
（生活数学の単位取得と在学者は正の関係）
χ２検定統計量＝　　　　 （6.2569）
表４－４　平成21＋22年度の単位取得と退学関係
生活数学
単位取得 非単位取得 合　計
在 学 者 43 30 73
退 学 者 １ ７ ８
合 計 44 37 81
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　表４－５は平成21年度のデータでクロス集計されたものである。「生活数学」の春学期履修者数
は41名、単位取得者は25名うち退学者は１名である。非単位取得学生は16名、退学者は３名であっ
た。表４－５から、「生活数学」単位取得の有無と退学の有無の関係性は「ユールの関連係数」で
0.6941である。この値は単位取得者には退学が少ないという傾向を示している。
　それでは「生活数学」単位取得の有無と退学の有無についての統計分析結果はχ２検定統計量＝
2.4108となり、有意水準５%の自由度１で、帰無仮説を棄却できない。よって両者の間には明確な
関連は検証できなかったことになる。
　表４－６は平成22年度のデータでクロス集計されたものである。「生活数学」の春学期履修者数
は40名、単位取得者は19名うち退学者は０名である。非単位取得学生は17名、退学者は４名であっ
た。表から、「生活数学」単位取得の有無と退学の有無の関係性は「ユールの関連係数」で1.0であ
る。「生活数学」単位取得の有無と退学の有無についての検定結果はχ２検定統計量が4.0212である
ことから、有意水準５%で帰無仮説を棄却することができる。よって単位取得者に退学者が少ない
という関連性が統計的に検証できたことになる。
ユールの関連係数＝　　　（1.0）
（生活数学の単位取得と在学者は正の関係）
χ２検定統計量＝　　　　 （4.0212）
５．おわりに
　本稿では、「生活数学」の教育効果を統計分析するのにより精度の高いデータを用いることを意
識してきた。データのあり方によって統計分析の手法も結果も変わってくるからである。まず第１
に実行したことは教育効果をより純粋に検証するために、高校卒業間もない日本人入学生に対象を
表４－５　平成21年度の単位取得と退学関係
生活数学
単位取得 非単位取得 合　計
在 学 者 24 13 37
退 学 者 １ ３ ４
合 計 25 16 41
ユールの関連係数＝　　　0.6941
（生活数学の単位取得と在学者は正の関係）
χ２検定統計量＝　　　　（2.4108）
表４－６　平成22年度の単位取得と退学関係
生活数学
単位取得 非単位取得 合　計
在 学 者 19 17 36
退 学 者 ０ ４ ４
合 計 19 21 40
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絞ったことである。よって社会人学生と留学生は除かれている。このことによって「生活数学」の
学習実践によるより純粋な教育効果を狙った。第２に実行したことはその時同一学生の成績変化を
ペアデータとして取り扱うという統計分析を用いることで、よりシャープな分析が実現できること
を狙った。入学時と定期試験時のＰ５、Ｍ２のテスト結果の変化、入学時の成績順位と１年後、２
年後の学業成績の順位についても、「生活数学」履修者の同一学生の２時点間の変化を統計分析し
た。第３に行ったことは「生活数学」の履修者の中で単位取得できた学生と単位取得ができなかっ
た学生の比較である。この分析観点は重要と考えている。なぜなら第１段階としては「生活数学」
の履修者の教育効果に関心があったが、第２段階としては「生活数学」履修者の授業成績（プリン
ト枚数1000枚以上の達成ができたかできないかによって単位取得の有無が決まる）の差が検証され
なくてはならないと考えるからである。
　以上のことを踏まえて、本稿で分析した結果をまとめると、第２節では「生活数学」履修者のペ
アデータによる計算能力向上は平成21年度と平成22年度の入学者から選ばれた「生活数学」春学期
履修者の両方のグループで計算能力向上の結果が示された。第３節では、「生活数学」の履修者の
学業成績向上分析である。１年後、２年後に総合的に学業成績が成績順位としてよくなることが起
こりうるのかどうかの検証である。平成21年と平成22年の「生活数学」履修者は計算・数学関連以
外の授業科目を含めた学業成績順位での順位付けにおいても成績順位上昇を統計的に検証した。こ
の場合はペアデータによる順位検証なので「ウィルコクスンの符号付順位検定」が用いられた。加
えて「生活数学」の授業成績と学業成績順位の分析では、平成21年は成績順位の向上は単位取得の
有無にかかわらず、両方共に成績向上が観測されたので両者の比較による差は出なかったが、平成
22年のデータからは単位取得者には成績順位の向上がみられ、逆に単位が取れなかったグループに
は成績順位向上は検出されなかったので、この年度には単位取得の有無に関する差がはっきりと観
測された。
　第３節における「生活数学」による退学への教育効果についての分析結果は、２×２のクロス集
計表を使った独立性の検定で行われた。まず、「生活数学」の履修の有無要因と退学の有無要因に
関しては明確な関連性が得られなかった。次に行った「生活数学」の単位取得の有無要因と退学の
有無要因との関連性については、「生活数学」の単位取得者は退学者が少ないという統計結果が出
てきた。この点は重要で単に「生活数学」の履修だけでなく、単位取得に至るまでの過程が必要で
あることが裏付けられたことになる。その意味では単位取得まで行き着くように「生活数学」を担
当する側の教員・スタッフの授業努力と日常の中での履修学生とのかかわりが大切になってくると
思われる。
【巻末参考資料】
巻末資料１
計算能力の評価方法
　診断テストＰ５の場合について計算能力評価方法の計算を例示する。Ｐ５ではテスト問題50問の
解答に対して正解数だけでなく、解答にかかった時間（Ｐ５の場合標準時間が15分である）も重視
する。図の左上を原点に考えるならば、すなわち正解数50問・かかった時間０分である。これと対
極にある点を正解数０問・標準時間15分のところに置く。この２点間の距離に対して、受験者のテ
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スト結果を原点からの距離（短い方がよい評価点％）で評
価する。
　「Ｐ５」で高い評価点の例としてＢ点を考える。ここで
は９分で46問の正解数の場合を原点からの距離で評価計算
する。まず三平方の定理を援用する距離を考える。46問の
正解数は４問の不正解数である。時間は９分をそのまま用
いる。
　原点からの距離＝（不正解数の２乗＋所要時間の２乗）
の平方根
＝「（50－46）の２乗＋９の２乗」の平方根＝9.849。
　9.849の距離を具体的な評価点（%）に換算するには次の
ように考える。50問正解と標準所要時間15分を基に基準距
離を三平方の定理で計算する。すなわち「50の２乗プラス
15の２乗（＝2725）」の平方根＝約52.2。この値を基準に
評価点を次のように計算する。
距離計算による評価点＝（52.2－9.849）÷52.2×100＝81.13％
　同様にしてＡ点は評価点が低い例である。ここでは13分で36問正解とすれば原点からの距離は
19.105、よって評価点は63.40％。評価点差は17.73（＝81.13－63.40）％。
　Ｍ２については橋本（2010）を参照してほしい。本稿第２節では距離方式の評価点を計算能力の
点数データとして統計分析に用いている。
巻末資料２
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数学」の履修だけでなく、単位取得に至るまでの過程が必要であることが裏付けられ
たことになる。その意味では何としても単位取得まで行き着くように「生活数学」を
担当する側の教員・スタッフの授業努力と日常の中での履修学生とのかかわりが大切
になってくると思われる。  
 
【巻末参考資料】  
巻末資料１ 
計算能力の評価方法  
診断テスト P５の場合について計算能力評価方法の計算を例示する。Ｐ５ではテスト問
題 50 問の解答に対して正解数だけでなく、解答にかかった時間（Ｐ５の場合標準時間が
15 分である）も重視する。図の左上を原点
に考えるならば、すなわち正解数 50 問・か
かった時間 0 分である。これと対極にある点
を正解数 0 問・標準時間 15 分のところに置
く。この 2 点間の距離に対して、受験者のテ
スト結果を原点からの距離（短い方がよい評
価点％）で評価する。  
「Ｐ５」で高い場合の例として B 点を考える。
ここでは９分で４６問の正解数の場合を原
点からの距離で評価計算する。まず三平方の
定理を援用する を考える。４６問の正解
数は４問の不正解数である。時間は９分をそ
のまま用いる。  
原点からの距離＝（不正解数の２乗＋所要時
間の２乗）の平方根  
＝「（50－46）の２乗＋９の２乗」の平方根
＝9.849。  
9.849 の距離を具体的な評価点（%）に換算
するには次のように考える。50 問正解と標
準所要時間 15 分を基に基準距離を三平方の
定理で計算する。すなわち「50 の２乗プラス 15 の２乗（＝2725）」の平方根＝約 52.2。
この値を基準に評価点を次のように計算する。  
距離計算による評価点＝（52.2－9.849）÷52.2×100＝81.13％  
 同様にして A 点は点数が低い例である。ここでは 13 分で 36 問正解とすれば原点からの
距離は 19.105、よって評価点は 63.40％。評価点差は 17.73（＝81.13－63.40）％。  
M2 については橋本次郎（2010）を参照してほしい。本稿第 2 節では距離方式の評価点を
計算能力の点数データとして統計分析に用いている。  
 
 
巻末資料２ 
第２節の表２－１・表２－２の計算能力の検定に使用したデータ 
平成２１年度経済学部         平成２２年度経済学部 
NO. P5％始 P5％終 P5％差 M2％差 NO. P5％差 M2％差 
 
・B
A・ 
平成21年度経済学部 平成22年度経済学部
NO. Ｐ５％始 Ｐ５％終 Ｐ５％差 Ｍ２％差 NO. Ｐ５％差 Ｍ２％差
１ 57.99 84.56 26.57 21.43 １ 22.12 24.16 
２ 56.57 85.41 28.84 －5.04 ２ 14.94 －11.14 
３ 64.37 72.37 8.01 8.19 ３ 14.19 6.49 
４ 72.57 85.41 12.84 18.70 ４ 20.24 1.63 
５ 76.30 75.02 －1.28 3.16 ５ 28.16 34.14 
６ 59.00 75.47 16.46 12.37 ６ 9.58 －0.51 
７ 73.94 89.68 15.74 33.89 ７ 6.81 3.00 
８ 69.71 86.45 16.74 8.19 ８ 3.78 3.00 
９ 59.73 81.93 22.20 30.49 ９ 10.30 22.46 
10 59.36 65.47 6.10 8.98 10 32.43 37.27 
11 52.11 87.15 35.04 －8.25 11 20.82 －3.36 
12 48.99 72.57 23.58 3.45 12 16.75 17.17 
13 61.98 73.16 11.19 14.92 13 6.69 5.20 
14 66.49 84.64 18.16 6.32 14 2.70 8.79 
15 30.56 46.02 15.46 3.48 15 18.74 10.90 
16 35.75 60.51 24.76 －1.03 16 0.75 26.52 
17 32.30 68.29 35.99 13.91 17 6.80 9.47 
18 40.83 64.78 23.95 0.58 18 6.17 6.11 
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第２節の表２－１・表２－２の計算能力の検定に使用したデータ
平成21年Ｐ５％始は入学時の評価点、Ｐ５％終は授業終了時（定期試験時）の評価点、Ｐ５％差と
は、入学時のＰ５評価点（％）と授業終了時の定期試験での評価点（％）の差を成績変化の差とし
て表している。これは同一学生の成績変化を差％であらわしている。Ｍ２％差も成績変化の差で示
しているのはＰ５と同様である。マイナスの数値は成績が下がったことを示す。平成22年経済学部
は紙幅の都合で評価点は成績変化の差％のみを提示している。
巻末資料３
第３節成績順位データ
平成21年度経済学部経済経営学科「生活数学」履修者（日本人）
19 54.79 71.27 16.48 －1.79 19 20.82 11.46 
20 44.15 75.47 31.32 13.91 20 25.91 17.14 
21 57.99 66.49 8.50 －5.10 21 5.96 23.21 
22 59.27 80.84 21.57 6.90 22 24.27 10.57 
23 56.57 73.94 17.38 0.00 23 9.57 －1.57 
24 56.57 82.73 26.16 28.98 24 －1.05 13.35 
25 78.84 83.63 4.79 －7.26 25 25.79 0.15 
26 60.69 79.37 18.67 1.17 26 10.46 0.00 
27 53.63 55.11 1.49 6.60 27 4.64 －1.53 
28 56.57 74.23 17.66 22.36 28 30.61 5.29 
29 62.80 85.04 22.23 22.86 29 24.00 －1.11 
30 52.11 73.94 21.84 0.00 30 14.13 31.94 
31 80.00 85.41 5.41 3.26 31 24.59 4.25 
32 52.11 70.26 18.15 9.89 32 35.04 7.16 
33 59.36 61.98 2.61 －6.57 33 －8.99 2.31 
34 56.57 80.82 24.25 10.24 34 6.44 －0.84 
35 50.05 77.58 27.53 3.48 35 24.23 12.75 
36 48.99 73.11 24.12 17.68 36 16.17 6.71 
37 56.32 79.37 23.05 4.67 37 18.19 12.51 
38 56.57 82.65 26.08 27.02 38 6.87 －0.46 
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名の学生
入学時数英偏
差値による成
績順位
２年後学業成
績順位
順位差（負値
は成績順位の
向上）
順位差の絶対
値
順位差の絶対
値の順位値
計算用１（成
績順位下落者
分　ｄ＞０）
計算用２（成
績順位向上者
分　ｄ＜０）
1 16 17 1 1 1 2 0
2 20 58 38 38 22 22 0
3 38 22 －16 16 12 0 12.5
4 45 48 3 3 5 5.5 0
5 49 34 －15 15 10 0 10.5
6 51 66 15 15 10 10.5 0
7 53 32 －21 21 15 0 15
8 54 38 －16 16 12 0 12.5
9 55 30 －25 25 17 0 17.5
10 56 19 －37 37 20 0 20.5
11 58 36 －22 22 16 0 16
12 59 71 12 12 8 8 0
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ウィルコクスンの符号付順位検定の使用データと検定手順（左から右へ）
ｄ＞０の群についての順位和をＴ１、ｄ＜０の順位和をＴ２として求める。Ｔ１とＴ２の小さい方を
Ｔとし、データ数（ペアの数）をｎとすると、検定統計量zは次式で計算する。
　　　　　
17 
 
24
)12)(1(
4
)1(


 nnn
nnT
z  
検定統計量ｚは標準正規分布を利用して検定を行う。  
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